
宇宙分野の戦略的取組み 
一ダイナミス。 ムの 獲得に向けて 一 

O 熊田 憲 ( 東北大 ) 

脱した 力 ちのように見える 0 しかし策定期 

それまでの科学技術。 学術としての 取 細みから宇宙開発の 利用へと 

大き ②，利用。 産業化を目指したにもかかわらず。 宇宙 

産業 況 にまで疲弊している 回とも言われる。 

このような中で 今年 3 月には第 3 期科学技術基本計画において 宇 

宙分野を含むフロン 

は フロンティア 分野 

ジヱクト のマネジメントの 重要性が示され j%  一方で分野別 

略の策定と前後し からは提言，ビジョン ，方針など今後 

の 宇宙分野に対す 次いで発表されている。 

そこで 捧 % 高では， 第 1 期 科学技術基本計画からの 宇 変巷 

の動きを連関的にとらえ ，宇宙分野のガバナンス ， 

ジメントの視点から 考察することにより ，利用。 産 

業 化による宇宙分野のダイナミズム 獲得へ向けた 含意を提出する。 

ま発表した文書を 宇宙分野の利用。 産業 

化の側面に焦点を 絞り特徴を示す。 

ヒ ワーキンググル @- プ   

経済産業省は 日本の宇 が 商業ビジネス @ こ 参加する レベ 

業 化に対する検討を 行なった 

ここでは宇宙産業を ， ① 宇 業， ② " 宙 " 捕サ @ 。 " 産 "   
産業，④ユーザー 産業，という 産業構 ミき @ こよっ 

より 皮 Ⅳ 可 なる新産業が 形成され 

国民生活の利 H 更生がどのように 向上するかという 観点から，宇宙産 

業化を， 1) 宇宙開発事業が 産業として成り 立つ， 弗 

需要 ) だけでなく商業的な 利用 ( 民間の需要 ) を 白 

いく， 3) 宇宙空間を利用した 新しい産業の 創造，とする。 また宇宙 

り 研究された技術あ るいは宇宙科学等のために 用いられた 

の製 色 技術が，地上での 製品開 凋こ 応用されることによっ 

て，民生分野における 技術革新そ新製品の 開発に結びつくといった 

技術波及を 3 視野に入れている。 その上で与。 宙 産業化に対し ，め 人工 

システム開発， c 漣業 化のための 

日本経済団体連合会 は 第 2 期科学技術基 体婦十圃 において宇宙 

利用が重点 4 分野ではないフロンティア 分野として位置づけられた 

ため，重点 4 分野と比べて 国の取組が十分でほなく ，宇宙産業が 危 

況 にまで疲弊しており 諸外国に対する 競争力カ斗 氏 下したとの 

認識により，宇宙 開綴淋 Ⅱ 用 に 向けた第 8 期科学技術基本 き 七面に 

文ナする要望を 提出している こで ほ宇宙開発利用の 認識として， 

①最先端科学技術，②国民に 密着したインフラ。 ①総合的な安全保 

どをあ げ，いっそ う 有効に活用すべきと 

ケッ 団交術の維持。 向上，における 国のアンカーテナンシーを 要望 

している。 

拡大への貢献，③自在な 宇宙活動能力の 確立，④宇宙産業の 成長へ 

の貢献，を掲げ 宇宙産業の基幹産業化も 大きな目標と 

一方でその力点はロケ、 ント。 衛星開発， ト、 ンプサ イ ェ 

白有人宇宙活動，月利用準備といった 部分に置かれているため ，今 

後主 0 年の産業化推進とは ，将来の宇宙開発推進に 必要 

を維持するための 方策であ り。 縮 ， 肘頃 向 にあ る宇宙 開 

復 。 拡大を訴えたものととらえることができる M 。 この中でも宇宙 

産業の成長に 向け ，め宇 業と 宇宙利用サービス 産業を結び 

  



つげ，商業利用市場における 国内衛星製造メーカのシェア 

行政二 一ズの 発掘   のためのシステム 提案に必要な 官民車 

，め新 ビジネス。 射 棒 @ 支援のための 産学宮連携施策を 推進 

し 新規利用サービス 創出による産業の 拡大， め瑚或             ベンチ 

ヤ一企業の参加促進と 産業の裾野の 拡大，などが 提案され プ ㌔その 

上で， 国の利用が商用市場での 競争力 浄は 割こ直結するため 産業支援 

策の実現に向け 国に働きかけ ，産業界及び 行政と連携し 総合的に推 

進することが 示されている。 

に関する国家的な 方針の明確化 

学技術が今日の 人類の豊な生活の 実現に貢献している 一方 - で，研究 

化を強める学術と 技術の統合化を 特徴とする産業界の 剥離，研究の 

化を是正， 名措 、 庁 より一段高い 立場から 続空 宇宙科 

一ド マップ，技術コミ ヱ ニティだけでなく 利用コミュニティの 要望 

を萄齢 ， め 新たなフロンテイアの 設定を議論 & 航空宇宙科学者コミ 

ュニテ ィは 新たな学術分 靱こ おけらフロンティアの 設定を自ら課 

す ], 扮 新たな学術 車 携を志向する ( 

をより柔軟に 拡大， 白木学術会議か 

明日の科学技術者の 育成，などを 提言している。 

⑤ の策定に向けた 宇宙 

宇宙開発委員会 は 宇宙開発の立場から ，宇宙空 卍膵り用 システム技術 

が国家機関技術として 位置付けられるべきとする。 ここでは第 3 期 

科学技術 墓 外目，画に必要な 鯛 点として，①宇宙空間からの 観測。 監 

視という宇宙空 潜魅 Ⅱ用は生活に 不可欠な社会基盤を 葡 女 するもの， 

②大規模システム 技術 ( 宇 U 。 監兜衛 

星システム技術，衛星情報 解折 。 利用システム 技術 ) を 高信ヲ槙 化さ 

く，③主要国では 自立沖の確保 

下 ，多大な国家予算を 没入して 

拝 災害監視など 人類全体の安全，をあ げている。 そして 

我々の生活の 安全。 

術が国家基幹技術と 

進しその開発に 対 

講ぜられるべきであ 

本印 要 では 君仮 真で述べた宇宙 方向性を，科学技 

と @ 車サ寸 げること 

により，宇宙利用の 促進，宇宙 塵 男 ヒ 0 メ 尼廣を焦 ，点とし分析する。 

㈹芋窪 諦 @ 用の噂つのパターン 

第 8 期科学技術基本計画における 分野知 

宙 分野が宇宙開発から 宇宙の手 

祝 認識を示している。 これは， 

安全。 安心ヰ国民生活の 質の向上，総合的な 安全保障の確保等を 目 

星， 濱 押立衛星等 0 メ 士会 インフラ 

このよ う な宇宙の利用。 産業化に対し 前項で取り上げた 5 つの玄 

関がその役割や 特性により，宇宙 禾 l@ に対 

の産業化に力点を 置いていることがわかる。 

そこに は 以下に示すような 宇 ， 苗末捕の に 文ナする，①宇宙空 腎膵 U 

用，②手 宙 開発システム 利用，③宇宙開発技術利用，④ 宇 

術 捧り用 ，という 4 つのパターンを 見ることができる。 各機 

あ るい ほ複 数の利用パターンに 力点を置きつつ ，それ以外のパター 

取り込みながら ，あ る レ刈 を 取りながら宇宙分野の 産業化 

を図っているといえる。 

。 宇宙空 卍卸用 

宇宙専用機器開発の 側面だけでなく 宇宙利用の 

@ 甫空間」を利用することによる 新産業の創出 

  宇宙開発システム 利用 

衛星システム 技術およびロケジ ト 技術を利用した r 宇宙開発シス 

テム」による 宇 業の産業化 

  宇宙 琳 り月 

現有技術および 将来を見据えた 宇宙分野の進展に 必要な研究 

において 倉 ， 遣 された r 宇宙開発技術」の 利用による産業化 

  宇宙科学技 街琳り用 

先端 酌 技術レベルを 先導し幅広い 科学技術波及効果を 生み出す 

「宇宙科学技術 l の利用による 産業競争力強化 

  



㈱ における利用。 産辮 

宇宙の利用，産業化 は 第 3 期科学技術基本計画に 始まったもので 

はない。 宇宙分野においては 既に第 2 期から利用。 産業化に対・ す - る 

取組みが行なわれてきている。 

宇宙分野に対する 国の方針が大きく 変化したのぼ ，第 2 期科学技 

術基本計画からであ る。 第 1 期において宇宙分野は 基礎研究 笑 国際 

貢献といった 科学技術への 貫敵と 位置付けられていた。 これが 

第 2 期への移行とともに ，新たな活用領域として 更なる展開が 期待 

されるとの認識により ，国民生活の 質の向上など「経済社会への 貢 

献 」を目指した 宇宙の利用や 産業化が調われるようになる。 さらに 

研究開発成果の 波及効果として 産業の「国際競争力 弓翻ヒプ への貢献」 

という側面にも 触れられるよ う になっ ブ ここのような 基本計画の方 

針は ，その後 @ こ 宇宙開発利用専門調査会が 策定する「今後の 宇宙開 

発利用に関する 取り組みの基本について」 佗 ㏄ 弗回 。 さら @ こ 我が 

国 における宇宙開発利用の 佗 ㏄め回へと引き 昨 米力滞 T, 宇 

宙分野の利用。 産業 4%; より大きな焦点となっていった 今年 3 。 月 

@ こ 策定された第 3 期科学 彊ま術 基本計画における 分野別 

宇宙の利用。 産業化という 方向性を継承しつつ ， 

として，①信頼性の 高い 宇 

機能化技術，があ げられるなど 社会インフラとして 国家の安全保障 

への貢献 力 、 @ 、 5 錦司されている。 

⑧ 宇 鯛 。 

このような科学 義ま術 基本計画における 宇宙の利用。 鱒 '" 愛 
を 前述した宇宙の 利用パターンと 重ね合わ 辻 ることにより ， 図 1 に 

示ヂ卸棒り用 。 産業 ィ 重 ， 爵ヒ 0 ヮ 傾向を示すことができる。 

ここで 図 1 か司 tr 宇宙の利用」という 意味には大きく 分けて @ 
歯技術」の利用と「宇宙空間」の 利用とが存在することがわかる。 

このような視点により 宇宙の産業化は ，この利用の 違いによって 異 

なる産業分野でとらえることが 可能となる。 それは 第 1 に伝統的な 

宇宙開発分野としての 宇宙技術 ( 宇宙開発技術や 宇宙ネ井 学 技を輔を 

利用した産業であ る。 これには従来から 存在する 貢 

献などを含む 宇宙分野の進展を 目指す官需 こ よるものと，確立した 

技術を利用する 民需とにめげられる。 次に従来 @ ま 存在 

宇宙開発システムの 使用によって 提供される宇宙空間 

が直接的。 聞 棋力に利用する 産業であ り，この意味においては 葡テ 産 

業あ るいは新事業と 位置付けられる。 そして最後 @ こ 宇宙技術を利用 

し 産業において 技術 桟梯〒製品を 茸請 生み出すといった 波及効果と呼 

べるものであ るが，これら ほ， づ則 こ 既存の他産業と 考えられる。 ま 

たその他にほ 宇宙分野の活用による 地域活性化や 科学技術者の 育成 

なども考えられる。 つまり産業化においてほ。 このような利用パタ 

ーンの違いによる 産業化分布が 形作られる。 ここから重要な 点が指 

摘できる。 それは宇宙の 利用。 産業化において。 宇宙御 @ 」と 宇 

宙 「産業化」を 同時並行的なことではなく ，この 2 つを異なるフェ 

ーズでとらえる 必要があ るということであ る。 

科学技術基体計画でぼ 国内外の 変化により， 図 1 に示し 

たように 第 E 期 ， 2 期， 8 期とそ 重み付けが，利用パター 

ンと産業化分布の 中で徐々 @ こ シフトしている。 第 1 期においては 宇 

宙の利用。 産業化といった 明確な認識は 持っ 

術 あ るいは宇宙科学技術といった 宇宙技術の 

ログラムなどを 通じた国際貢献に 動点が置かれ ，当時ビジネス 化を 

進めていた衛星打ち 上げビジネスなどに @ 邸蛾 てられていなかっ プと 

これが第 2 期を境として 大きく変化し ，イノベーションの 源泉とし 

ての宇宙科学技術や 宇宙空間を利用した 宇宙の産業化による 国民生 

活の質の向上など 経北辮士 会への貢献という 

しかしながら 第 ei 期では第 2 期で推し進め 

田幾器 産業 瑚邸巻が タローズアップされ ，ロケット打ち 上げ技術や 

衛星システム 技術といつた 宇 ，そこに 生 

み 出される宇宙開発システム が 焦点とな 

り安全保障への 貢献が重視されていくのであ る。 

このように宇宙利用の 促進と宇宙産業化の 促進 @ ま，それぞれに 異 

なった利用パターンとパターンによって 特徴付けられる 産業 ィピ キ野 

という利用。 産業 i% 冑昔が 形成されており ，これらが複合的に 関連 

しあ って推進されていくことになる。 つまり宇宙分野の 利用。 産業 

においては，利用パターンと 産 艶めキ 布の相異や相互 %% 系を 

踏まえた上で 議論していく 必要があ る。 

項 で取り上げた 文書で 

は 宇宙分野の統括的なマネジメント や 連携の必、 要性を強調している。 

以下ではこのような 主張を前項で 汚した利用，産業化構造を 用いて 

考察することにより ，統括的マネジメント と 連携における 

宇宙分野における r 連携」には様々な 連携が存在する。 分里 務 l 離 

  



v-rfc,                @ 
間 ，機関間，先進諸国，アジア 諸国。 ユーザー産業 ( 他産業界 ), 国 

内外の大学。 研究機関。 他学術分野，利用者コミュニティなど ， 多 

必要があ るのではないだろう 力毛それは前項で 述べた利用パターン 

と 。 宇宙 禾弗と 宇宙産業化の 方策間の連携といえる。 つ 

まり上記の個別連携 は その実践として 存在するのであ り，この 2 つ 

の 連携はその枠組みを 提供する といえる。 ここで重要なこ 

とは，宇宙の 利用促進と宇宙の 轍は賎隻を明確に 分けてとらえる 

という認識を 持ち，この相互間をどのように 結びつけていくのかと 

いうことであ り， 関係の構築が 利用。 産業 叱 

ネジメント 

では宇宙開発利用 @ こついて， 国 レベルで宇宙活動 

全体を統括する 一元的なゆ組みが 必要であ り，また利用者の 紙蓋を 

反映させるため ，健全な利用者コミュニティの 形成とその評価。 調 

整の場が必要であ る田と指摘している " しかしながら ，この「宇宙 

活動全体の 

えた場合に重要なことは ， 宇 をどのよ 刃こ 設定す 

るのかということにあ る。 上述したように 宇宙分野で @ ま 様々 

が必要であ る。 これら 

とらえれば，あ らゆる部分で 一段高Ⅴ 拍撰勤 ちのマネジメントが 求 

められる。 一方で宇宙活動を 狭くとらえれば ，利用。 産業化という 

方向性からも ア タターは大きな 広 ； ; りを持ち，宇宙活動の 外部との 

連携は広範なものとなり ，その統括的マネジメントは 複雑なものに 

なる。 つまり宇宙活動全体をどのように 設定するかにより。 その統 

括的マネジメント ，また連携のマネジメントも 大さく異なる 形をと 

る 。 社会インフラとしての 宇宙利用に に 取組むためには ， 宇 

宙活動のコア。 アクティビティをどう 定義するのか ，これ @ こ基岱 、 

て 宇宙利用，そして 宇宙産業の婁 杓 的な枠組みをどのように 再定義 

するのかが求められているのではないだろう カ ㌦ 

ざらに 腱 項の分析からは 日本の宇宙戦略 力 ; 科学技術基本計画の 第 

1 期から 第 a 期を通じて，その 重財ヒの 重み付けが期間ごとに 移り 

変わっていることがわかったしかし 一方で ， ; 奉拝高で取り 上げた 宇 

では宇宙分野に 対する を 10 年から 25 年といった長 

ることが多し㌔ 科学技術基本計画は 日本全体の科 

した立場で 5 年というスパンで 策定されているが ， 

宇宙分野にとって 5 年という期間は 長期と拉いえな 、 、 このため科 

学 技術基本計画の は 宇宙分野全体の 長期 

確保することが 不可欠となる。 つまり統括的マネジメントに ヰ由 こ 

のような宇宙分野全体の 長期的。 短期的 

として見据えながらガバナンスを 発揮し 

Ⅴ おわり @ こ 

捧 年高では宇宙関係各機関の 文書を科学技術基本計画における 宇宙   変圏と 関連付け，宇宙利用，宇宙産業化に 焦点 

を 絞り分析することにより ，宇宙利用パターンの 在住 と 相互に関係 

する産業化分布の 構造を示し 7 こまた。 これらを踏まえた 上で統括 

仁 はじめに宇宙の 利用促進と宇宙の 産業化促進の 違いに月 - ずる 認 

識の必要性と ，その相互関係の あ る。 次に宇宙活動 

と宇宙利用。 宇宙産業化の 再定義の必要 

性を確保したガバナンスの 重要性であ る。 

第 3 期科学技術基本計画の 策定後に @ 

団体連合会が 内容に関する 見解を発表している [@2l[l3l[l4 。 ここでは 国 

けられたことから ， 今 

に 対する要望などが 示され 

た しかし宇宙分野の 利用。 産業化 は未拐壊 もであ り。 その 

の 実行で @ ま 特高で示した 宇 甘露 り 用のパターンの 違いやそれによる 産 

美化分布を考慮した 上で，利用から 産業化といった 次のフェーズ ヘ 

と 繋がる，さらに 産業化により 宇宙分野がダイナミズム 

が重要であ る。 その統括的な 

の 実践にほ ， @ 溥ま 縞で述べてきた 宇宙分野における 技術。 利用。 産業 

が 必要と考えられる。 

    

利用推進に向けた 第 3 

㈹総合科学技術会き 義今後の宇宙開発利用に 関する取り細みの 基本について 榊   
回 総合科学 毒 行金 義 我が国における 宇宙開発利 梯 

厄 宇宙開発委員会，国家基幹技術としての 

X  SMM  (2006). 
胸宇宙開発委員会， 麒牟 技術とし " この 

ついて ( 見 田勢 伽泊 

同日本経済団体連合会，わが 回 り宇宙開発射 児 推進に向けた 提言 ( 入潮㌔ 

  


